様式第１号
電子署名サービスの提供及び導入支援業務委託
企画提案応募申請書
令和　　　年　　　月　　　日
兵庫県知事　齋　藤　元　彦　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所（法人又は団体にあっては、主たる事務所の所在地）
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
	                                      　　


「電子署名サービスの提供及び導入支援業務」企画提案コンペ募集要項に基づき、下記の関係書類を添えて応募します。
また、同要項５に掲げる要件を全て満たしていることを誓約します。
記
１　提案者概要（様式第２号）
２　事業概要（任意様式：企画提案書要約版Ａ４版２枚以内）

３　企画提案書（任意様式）
４　実施体制計画書（任意様式）
５　経費見積書（令和５年度、令和６年度及び令和７年度）（様式第３号）
６　添付書類
(1)（該当する場合）電子署名法第２条第１項に定める電子署名に該当していることを証する書類（写）（仕様書第１ 2（3）ア（ア）関係）
(2) 認証を取得していることを証する書類（写）（仕様書第２ 2（10）関係）
(3) 誓約書（様式第４号）
(4) 物品関係入札参加資格審査結果通知書（写）
　   ※兵庫県物品関係入札参加資格（登録）者名簿に登録されていない者については、本書類に代えて「応募者資格確認資料一式」（補足資料参照）
　　 ※企業グループにより参加する場合、６(4)は代表企業１者のもので構わない。
(5) 納税証明書（2種類：提出の日において発行から３か月以内のもの）
1 消費税又は地方消費税に滞納のない証明
国税所管：税務署（納税証明書「その３の２」若しくは「その３の３」）
2 全ての県税に滞納のない証明
地方税（都道府県）所管：兵庫県内県税事務所（「納税証明書（３）」）
　　　※企業グループにより参加する場合は、全ての構成員（納税義務者でない者を除く）
の納税証明書を提出すること
　　　　※６(4)に代えて提出する場合は、再度の提出は不要
様式第２号
提案者概要
提案者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	住所(主たる事務所の所在地)
	〒


	担当者
	所属・氏名
	

	
	住　　　　所
	

	
	連絡先
	（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　（FAX）


	
	E-mail
	※ パソコンからのメールが受信できるアドレスを記載してください。今後の連絡先とさせていただきます。

	創立年月日
	

	法人化年月日
	　　　年　　　月　　　日　　※ 法人化していない場合は記載不要です。

	従業員数
	人　（うち正社員　　　　　　人）

	主な事業内容

	

	提案者の事業等の特色
（ＰＲ点）
	

	ホームページURL
	


【記載に当たっての注意事項】
（１） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として作成してください。
（２） 会社概要（パンフレット）等がある場合は、添付してください。
（3） 企業グループにより参加する場合は、全ての構成員について提出してください。

提案内容について、図、写真等も活用して、わかりやすく作成してください。
（以下の項目については必ず記載してください。項目の記載順・構成など様式は任意です）

１　実施内容
（１） 全体概要

（２） 電子署名サービスの提供
　　　　　①システム機能要件（利用者機能、管理者機能、システム連携機能）
　　　　　②非機能要件（稼働時間、セキュリティ、利用者へのサポート、運用保守等）
（３） 導入支援
　　　　　①環境構築（環境設定、運用手順の作成支援、動作検証）
　　　　　②説明会
　　　　　③プロジェクト管理
２　要件対応一覧表（別紙参照）
３　事業目的に対する効果、他事業者と比較した優位性（アピール点）、実績等
４　スケジュール（予定）
様式第３号
経費見積書[令和５年度]
提案者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	区分
	積算内訳（単価・数量等）
	見積金額

	導入支援
	
	

	電子署名サービスの提供
	
	

	小 計　  (Ａ)
	
	

	消費税
(Ｂ)=(Ａ)×消費税率
	
	

	合　計
(Ｃ)=(Ａ)+(Ｂ)
	
	


【記載に当たっての注意事項】
（1） 必要な項目が記載されていれば、Excelファイル等で作成した経費積算見積書でも差し支えありません。
（2） 区分に計上する見積金額は税抜き金額としてください。
（3） 単価×数量で記載できるものは、内訳を記載してください。開発業務や人件費等、数量×単価で積算できない経費については一式と記載して構いません。
（4）　消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨記載してください。
（5） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として作成してください。
様式第３号
経費見積書[令和６年度]
提案者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	区分
	積算内訳（単価・数量等）
	見積金額

	導入支援
	
	

	電子署名サービスの提供
	
	

	小 計　  (Ａ)
	
	

	消費税
(Ｂ)=(Ａ)×消費税率
	
	

	合　計
(Ｃ)=(Ａ)+(Ｂ)
	
	


【記載に当たっての注意事項】
（1） 必要な項目が記載されていれば、Excelファイル等で作成した経費積算見積書でも差し支えありません。
（2） 区分に計上する見積金額は税抜き金額としてください。
（3） 単価×数量で記載できるものは、内訳を記載してください。開発業務や人件費等、数量×単価で積算できない経費については一式と記載して構いません。
（4）　消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨記載してください。
（5） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として作成してください。
様式第３号
経費見積書[令和７年度]
提案者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	区分
	積算内訳（単価・数量等）
	見積金額

	導入支援
	
	

	電子署名サービスの提供
	
	

	小 計　  (Ａ)
	
	

	消費税
(Ｂ)=(Ａ)×消費税率
	
	

	合　計
(Ｃ)=(Ａ)+(Ｂ)
	
	


【記載に当たっての注意事項】
（1） 必要な項目が記載されていれば、Excelファイル等で作成した経費積算見積書でも差し支えありません。
（2） 区分に計上する見積金額は税抜き金額としてください。
（3） 単価×数量で記載できるものは、内訳を記載してください。開発業務や人件費等、数量×単価で積算できない経費については一式と記載して構いません。
（4）　消費税免税事業者の場合は、「消費税」欄にその旨記載してください。
（5） 枠内に収まらない場合は、必要に応じて枠を拡張するか任意の様式で別紙として作成してください。
様式第４号

誓　約　書

○○（以下｢応募者｣という）は、電子署名サービスの提供及び導入支援業務委託に係る企画提案コンペへの応募にあたり、次のとおり誓約します。

誓約事項

応募者は、次の全ての事項を満たします。

(1) 兵庫県財務規則（昭和39年兵庫県規則第31号）第81条の３に基づく兵庫県物品関係入札参加資格（登録）者名簿に登録されている者又は県が賦課徴収するすべての県税並びに消費税及び地方消費税についての未納のない者

(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に基づく県の入札参加資格制限基準による資格制限を受けていない者であること。

(3) 応募図書の受付締切日において、県の指名停止基準に基づく指名停止を受けていない者

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者

(5) 宗教活動や政治活動を主たる目的としない者 

(6) 暴力団又は暴力団もしくは暴力団員の統制の下にない者

(7) 企業グループによる参加の場合は、企業グループの全ての構成員が、前記(1)から(6)の各要件を全て満たしており、企業グループの構成員が、単独又は他の企業グループの構成員として、本委託業務の調達に参加していないこと。
令和　年　　月　　日

兵庫県知事　齋藤　元彦　様

（応募者）

事業者・団体の名称
住所
代表者名　　　　　　　　　　　　印
※企業グループにより参加する場合は、代表企業１者が記名・押印したものを提出
様式第５号
辞　退　届
件名　　電子署名サービスの提供及び導入支援業務委託
　上記について参加申込みをしましたが、都合により辞退します。
令和　　年　　月　　日
　契約担当者
　兵庫県
　　兵庫県知事　　齋　藤　元　彦　様
　　　　　　　　　　　　　
住所
商号又は名称
代表者氏名
代理人氏名
電話番号
メールアドレス
企画提案書（Ａ４版）








